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    まえがき  
 

認知症初期集中⽀援チームの設⽴が事業として⽴ち上げられてから 10 年が経過し

ました。平成 24 年（2012 年）にチームの設⽴に向かって検討が開始され、その後３

年間のモデル事業、さらに３年をかけて全国にチームが⽴ち上がりました。専⾨職の

多職種チームがこちらから認知症の⼈の家庭に訪問するという仕組みはこれまでにな

く、重要な試みとして、認知症施策推進⼤綱（令和元年（2019 年）６⽉ 18 ⽇）にも

取り上げられているところです。この中で、①認知症初期集中⽀援チームの先進的な

活動事例集作成、②初期集中⽀援チームにおける訪問実⼈数（全国で年間 40,000 件）、

③医療・介護サービスにつながった者の割合を 65％以上、という３つの主要達成⽬標

がかかげられ、令和６年（2024 年）までの達成が求められています。 

そこで今年度の事業では、３つの課題に取り組みました。①チームによる認知症の

早期発⾒・早期対応及び対応困難事例等への⽀援の具体的活動事例を収集・分析する。

②適切な医療・介護サービス等に速やかにつなぐチームの活動事例を収集し全国のチ

ームに有⽤な事例集を作成する。③チームと地域包括⽀援センター等の関係機関との

役割を明確化し、複数の専⾨職により構成されているチームの強みを活かした活動や、

認知症への早期対応策の今後のあり⽅等について検討しまとめる、の３点です。 

最後に、このようなコロナ感染症のさなか、⽀援事例のご提供、活動実態アンケート

調査へのご協⼒を賜りました⾃治体、チーム員の皆様に改めて厚くお礼申し上げます。 
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Ⅰ 事業概要                                                                           

  1. 事業名 

認知症初期集中⽀援チームのあり⽅と効果的な活動に関する調査研究事業 

 

  2. 事業目的 

認知症になっても、できる限り住み慣れた場所で暮らし続けるためには、認知症の⼈本⼈の容態に応じた

適切なケア及び家族等の⾝近な介護者⽀援が不可⽋である。認知症施策推進⼤綱では、医療・ケア・介

護サービス・介護者への⽀援が柱として掲げられている。 

認知症初期集中⽀援チーム（以下「チーム」とする。）は複数の専⾨職により構成されており、認知症が

疑われる⼈や認知症の⼈及びその家族への初期の⽀援を、包括的・集中的に⾏っている。⼀⽅で、地域に

おいては、認知症の⼈の初期に関わる様々な関係機関が活動しており、とりわけ、初期集中⽀援チームとの

役割分担について整理していくことが求められる。 

また、認知症の早期発⾒、進⾏予防には、地域における⼀般介護予防を含めた総合事業との連携によ

る取組も効果的と考えられること、認知症の初期に有効な薬剤の開発が進められていることなども踏まえつ

つ、より効果的にチームが活動できる⽅策を検討する必要がある。 

 

  3. 事業実施期間 

    令和３年６⽉ 11 ⽇（内⽰⽇）から 令和４年３⽉ 31 ⽇ まで 

 

  4. 事業内容等 

    4-1 事業内容 

本事業では、①チームによる、認知症の早期発⾒・早期対応及び対応困難事例等への⽀援の具体 

的活動事例を収集・分析し、②チームと地域包括⽀援センター等の関係機関との役割を明確化し、複

数の専⾨職により構成されているチームの強みを活かした活動や、認知症への早期対応策の今後のあり

⽅等について検討し、報告書にまとめるとともに、③適切な医療・介護サービス等に速やかにつなぐチーム

の活動事例を収集し全国のチームに有⽤な事例集を作成する 
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    4-2 委員会体制および開催状況 

［委員］                                                           

1 粟⽥ 主⼀ 東京都健康⻑寿医療センター研究所 副所⻑ 

2 畦地 美幸 豊⽥市福祉部⾼齢福祉課 担当⻑ 

3 神村 裕⼦ 公益社団法⼈⽇本医師会 常任理事 

4 進藤 由美 国⽴⻑寿医療研究センター 企画戦略局 リサーチコーディネーター

5 武⽥ 章敬 国⽴⻑寿医療研究センター 医療安全推進部⻑

6 皆川 ⿇美 町⽥市いきいき⽣活部⾼齢者福祉課地域⽀援係 係⻑ 

7 吉⽥ 知可 ⼤分県健康づくり⽀援課 主幹 

8 ○鷲⾒ 幸彦 国⽴⻑寿医療研究センター 病院⻑ 

（○は委員⻑、50 ⾳順） 

〈オブザーバー〉   厚⽣労働省⽼健局認知症施策・地域介護推進課 

〈事務局〉      国⽴研究開発法⼈ 国⽴⻑寿医療研究センター 

（調査業務等⽀援） 合同会社 HAM ⼈・社会研究所 

 

［会議］                                             

      第1回 委員会 

⽇時     令和３年８⽉30⽇（⽉） 

議事     1  令和３年度事業計画について 

2  チーム活動調査・優良連携活動事例収集の計画等について 

3  認知症初期集中⽀援チームの今後のあり⽅等について（意⾒交換） 

      第2回 委員会 

⽇時     令和４年２⽉21⽇（⽉） 

議事     1  優良連携活動事例について 

2  チーム活動調査結果について（報告） 

3  事業取りまとめについて 
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4-3 事業スケジュール 

  委員会およびアンケート調査・事例収集等の事業は、概ね以下のスケジュールで進⾏した。 

図表  事業スケジュール（交付申請書⾯を更新） 

 令和３年４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                                             第１回 委員会 
                                                                                  ◉ 
                                                                                   各調査設計・準備
 
 

 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 令和４年１⽉ ２⽉ ３⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                                                         第２回 委員会  
                                                                          ◉ 
   ➀チーム活動実態調査                    （集計・取りまとめ） 
            ●               ● 
          （配布）         （期⽇） 

            ➁優良連携活動アンケート                    （事例整理・取りまとめ） 
                         ●                ● 
                      （配布）          （期⽇）                                報告書作成・配布 
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Ⅱ 認知症初期集中支援チームの優良連携活動の事例                                     

 

1. 優良連携事例収集 

    事例集の作成に先⽴ち、全国の市町村（チーム）を対象に、地域の社会資源等との連携に着⽬したチ

ーム活動事例のご提供を依頼した。収集された事例について、事業内の委員会で⼀定の基準等により選

定・分類作業を⾏った。 

⑴事例収集⽬的 

チーム活動における“地域の社会資源等との連携”に着⽬し、有効・優良な連携を整理し、認知症初期集

中⽀援チームと地域の社会資源等との連携のあり⽅、また、地域の中のチームの役割等について、全国の⾃治

体やチームで共有すべき事例を収集することを⽬的とする。 

 

⑵調査対象 

全国の市町村（設置された認知症初期集中⽀援チーム） 

 

⑶調査⽅法 

MS エクセル記⼊シートを格納した CD 郵送配布 （回答はメール添付による） 

 

⑷調査期間 

2021 年 11 ⽉下旬 〜 2021 年 12 ⽉ 20 ⽇（回答期⽇） 

 

⑸主な記⼊項⽬ 

A 基本情報 ・市町村の情報（認知症⾼齢者⼈⼝、チーム設置数 など） 
・チームの情報（設置場所、チーム員構成、⽀援対象者数 など） 

Ｂ事例 B1 事例の概要 （ポイント、事例の概要） 
B2 ⽀援の経過  ⑴概要、⑵具体的な経過、⑶社会資源等との連携の効果 
B3 本⼈や家族の状況（チーム介⼊による本⼈・家族の反応や評価など） 
B4 モニタリングや引継ぎ後の状況 

Ｃ連携に関する 
  取り組み 

⑴スムーズな連携を⾏うための準備や関係づくりについて 
⑵チーム外の機関や他の認知症施策等との連携についての課題や意⾒ 

 

⑹回答状況 

239 ⾃治体   （具体的な事例提供は 189 事例） 
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⑺事例選定の経過 

    ①提供された 189 事例について、収集⽬的（「複数の専⾨職により構成されるチームの強みを活かした

活動」、「地域の社会資源や他の施策(事業)との優良な連携・取り組み」の観点）から絞り込み 

    ②委員会委員の分担作業（下記の基準・⽬安）によって、さらに 25〜30 事例に絞り込み作業 

 
     【事例選定の際の⽬安となる分類（参照）】 
        ◆チームとしての⽬安（基準） 
           ㋑ チームとしての役割を全うした例（役割を果たして上⼿くいった典型例） 
           ㋺ 社会資源等との連携が上⼿くいった例 
        ◆事例としての⽬安（基準） 
           ㋩ 家族を含む介護者に課題のあった例 
           ㋥ ⾏動・⼼理症状が問題になった例 
           ㋭ 認知症ではないが対象として問題になった例 

 

    ③委員会において、最終の 29 事例について全体確認・協議の上、事例集への収載事例として整理 
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2. 優良連携事例の分類とタイトル一覧 

    収集された 189 の事例について選定・分類を⾏い、以下の 29 例にて事例集を作成した。全国のチーム等

において共有する事例集として、読みやすさに資するよう、チーム活動の観点から、また、事例そのものの特徴

等の観点から、以下の A〜M までに整理した。 

    なお、事例そのものについては、別冊「事例集」を参照いただきたい。 

 

A  チームとしての役割を果たしてうまくいった典型例 

№ 事例のタイトル 
239 かかりつけ医の協⼒により専⾨医へつながった、また地域ケア個別会議の開催により地域での

⾒守り体制が構築され、本⼈と家族が安⼼して⽣活できる環境づくりが⾏えた事例 

31 庁内特別定額給付⾦担当課からの連絡により、認知症初期集中⽀援事業につながった事
例 

140 ご本⼈のこれまでの⽣活を活かした⽀援の事例 

158 地域リハビリテーション活動⽀援事業との連動（携）よって、対象者やその家族の介護負担の
軽減、必要な介護サービスの利⽤等に繫がった事例 

172 本⼈の思いを尊重しながら⽀援体制を構築し、在宅⽣活の継続を実現させた事例 

 

Ｂ  特に地域の⼒がうまく活かせた事例 

№ 事例のタイトル 
10 個別の⽀援事例から地域全体の⾼齢者等⾒守り⽀援の連携・強化と家族⽀援のあり⽅を

考える機会となった事例 

25 専⾨職・公的機関・地域のインフォーマルな資源が連携し、地域の⾒守り体制を構築した事例

82 地域住⺠、地域の交番等と連携を図りながら、住み慣れた地域で安⼼して⽣活が続けられる
体制づくりをした事例 

167 もともとボランティア活動をやっていた⽅に対する社会資源導⼊の事例 

184 ⺟親の被害妄想による⾏動への対応に悩む娘からの相談。⺠⽣委員、近隣住⺠とも連携
し、通所介護導⼊後サービス利⽤定着までチームが伴⾛。拒否なく利⽤が定着し、娘の本⼈へ
の感情も安定していった事例 

 

Ｃ  チームの役割として重要なモニタリングでの成功例 

№ 事例のタイトル 
161 モニタリング期間があった事により、医療、権利擁護事業に結びついた事例 
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Ｄ  他県と連携した事例（このような連携もありうるということで紹介） 

№ 事例のタイトル 
125 認知症になっても理髪店を続けたい、との本⼈の思いを⽀援する事例  

 

Ｅ  対象者のニーズをしっかりとらえた事例 

№ 事例のタイトル 
206 徐々に認知症が進⾏しているが、馴染みの場所での認知症カフェ参加をきっかけに活動性が

向上した事例 

 

【各事例に特徴のあった例】 

Ｆ  介護者に課題を有する事例 

№ 事例のタイトル 
146 息⼦の経済的依存により介護サービス導⼊が困難だった事例 

138 夫の急な死により、急に独居となった本⼈の⽣活が⽴ち⾏かなくなってしまった事例 

124 夫婦ともに短期記憶障害が著しく、他の職種や地域の協⼒を得ながら⽀援した事例 

 

Ｇ  ⾏動・⼼理症状に積極的にとりくみ解決を図った事例 

№ 事例のタイトル 
27 認知症状による常同⾏動が⾒られ、サービス介⼊への⽷⼝が⾒つからない 55 歳男性の事例 

92 レビー⼩体型認知症の男性、妻もアルツハイマー型認知症（軽度）、⽇内変動、幻視が顕著
で在宅での⼊浴援助についての⽀援の事例 

95 ⻑期にわたり保清が⾏えずに⾃信を喪失し、引きこもり状態であった⾼齢⼥性に対し、地域関
係者とともに適切な⽀援につなげることで⾃信を取り戻すことができた事例 

166 前頭側頭型認知症の診断あり、反社会的な⾏動はないが夫が受容できておらず精神的な負
担感が強い事例 

 

Ｈ  認知症ではないが対象とした事例 

№ 事例のタイトル 
36 ⻑年、早朝から⼤声を出し歩き回る⾼齢⼥性の対応に悩まされ続けてきたが、地域住⺠やご

兄妹と連携しながら対応した結果、地域で落ち着いて⽣活できるようになった事例 
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Ｉ  ⾝体合併症がまず問題になる事例 

№ 事例のタイトル 
225 拒否的な対象者への継続的な⽀援につながり、普通⾃動⾞運転免許証の返納にもつながっ

た事例 

 

Ｊ  若年性認知症の事例 

№ 事例のタイトル 
52 若年性認知症当事者の社会参加の機会と介護者の介護負担の軽減についての事例 

173  家族が在宅⽣活継続はもう無理だと思っていた事例 

237 若年性認知症を発症した単⾝男性への、本⼈の意思決定までと意思実現にむけた⽀援の事
例 

 

Ｋ  地域になじまないうちに認知症を発症するという事例 

№ 事例のタイトル 
222 他県から新築⻑男宅で初めて家族と同居する事になった本⼈の⽀援の事例 

90 県外から移住し地域活動に積極的に参加しながら⾃⽴して⽣活していた⾼齢者が、認知症
状の急激な進⾏により独居が困難になった事例 

 

Ｌ  ⾏政間の連携が重要になるような事例 

№ 事例のタイトル 
233 何度も万引きを繰り返す独居の⾼齢者が地域で安⼼して⽣活するための⽀援の事例 

 

Ｍ  COVID-19 感染症に関連した事例 

№ 事例のタイトル 
230 コロナ禍で家族の⽀援が減少した、体調不良の認知症独居⾼齢者への⽀援の事例 

 

事例を選ばせていただいた市町（50 ⾳順）                    

旭川市、綾部市、安城市、⽯垣市、春⽇部市、加東市、清瀬市、釧路町、神⼾市、 

駒ケ根市、杉並区、世⽥⾕区、瀬⼾市、千歳市、知⽴市、⿃⽻市、豊橋市、七⼾町、 

浪江町、沼⽥市、鳩⼭町、⽇の出町、舞鶴市、町⽥市、松⼾市、まんのう町、盛岡市、 

焼津市、四街道市 
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Ⅲ 認知症初期集中支援チーム活動実態調査                                             

 

1. 調査概要 

⑴調査⽬的 

全国の市町村に設置された認知症初期集中⽀援チームの直近の活動状況を把握し、経年的な変化等を

含め、全体状況や課題を整理し、全国で共有していくことを⽬的にアンケート調査を実施 

 

⑵調査対象 

全国の市町村に設置された認知症初期集中⽀援チーム（⾃治体経由で調査票提供） 

 

⑶調査⽅法 

MS エクセル調査票を格納した CD 郵送配布 （回答はメール添付による） 

 

⑷調査期間 

2021 年 10 ⽉下旬 〜 2021 年 11 ⽉ 24 ⽇（回答期⽇） 

 

⑸主な設問項⽬ 

 ［チーム票］ 

   ①チーム体制⾯  ：⦿ 認知症初期集中⽀援チームの設置場所、チーム員構成、チームの役割 

                   ⦿ チームではなく地域包括⽀援センターによる介⼊が優先されるケースの有無 

                   ⦿ 地域包括⽀援センターとの役割分担や基準・ルール など 

   ②チーム活動⾯  ：⦿ 令和２年４⽉〜令和３年 3 ⽉の⽀援対象者数、延訪問回数 

                   ⦿ ⽀援終了時の引継状況（医療・介護につながっていなかった対象者） など 

 ［対象者情報票］ 

   ①基本属性・介⼊時の状況 （⾃⽴度、BPSD、診断、受診、サービス利⽤、DASC スコア など） 

   ②⽀援の状況 （初回訪問⽇付、訪問回数、困難事例該当、⽀援中の他機関との連携 など） 

   ③終了時の状況 （転帰、診断、受診、サービス利⽤、DASC スコア、主な引継先、モニタリング など） 

 

⑹回答状況 

1,263 チーム     ※1 回答⾃治体数   852 市町村（48.9%） 

              ※2 対象者情報   4,796 ⼈分データ 
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２. 調査結果 

 ［チーム票］                                                                            
 
  回答が得られた 1,263 チームについて、チーム票の回答を以下に整理する。 
 
１.１ チームの体制⾯ 
 
⑴チームの設置場所（機関） 
  チームの設置場所について、「地域包括⽀援センター」が 773 チーム（61.2%）と最も多く、次いで、「⾏政」
が 189 チーム（15.0%）、「医療機関（疾患医療センター以外）」が 145 チーム（11.5%）の順であった。 

図表 3.1  チームの設置場所（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵チーム員構成 
①全体状況 

  チーム員の構成について、「ほとんど兼務者で構成」が 1,010 チーム（81.0%）と最も多く、次いで、「全員専
従者で構成」が 81 チーム（6.4%）、「専従者が中⼼で、⼀部が兼務者で構成」が 45 チーム（3.6%）の順で
あった。 

図表 3.2.1  チーム員構成（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域包括支
援センター

773
61.2%

医療機関（疾
患医療セン
ター以外）

145
11.5%

認知症疾患
医療センター

76
6.0%

行政
189
15.0%

その他
77
6.1%

無回答

3

0.2%

全員専従者
で構成
81
6.4%

専従者が中心
で、一部が兼務

者で構成
45
3.6%

専従者と兼務者
とおおむね半々

で構成
21
1.7%

ほとんど兼務者
で構成
1,010
80.0%

その他
100
7.9%

無回答

6

0.5%
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②職種別の⼈数 
  チーム員の職種別の⼈数をみると、チーム員である医 師（認知症サポート医等）は実⼈数で１チームあたり
2.1 ⼈であった。他の職種の１チームあたりの実⼈数は、社会福祉⼠が 1.48 ⼈、保健師が 1.32 ⼈、看護職員
が 1.27 ⼈の順であった。 
  医師以外の各職種の専従者と兼務者の割合は、いずれの職種でも「兼務者」が９割以上を占めていた。 

図表 3.2.2  職種別の⼈数（n=1,263） 
 

 
 
⑶チームの設置時期 
  チームの設置時期は、「設置３〜４年以下」が 339 チーム（26.8%）と最も多く、次いで、「設置４〜５年
以下」が 310 チーム（24.5%）、「設置２〜３年以下」が 284 チーム（22.5%）の順であった。 

図表 3.3  チームの設置時期（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 実⼈数 専従者 兼務者 

㋑医師（認知症サポート医等） 2.10 ⼈       

㋺保健師 1.32   0.13 ⼈ 6.0% 2.00 ⼈ 94.0% 

㋩看護職員 1.27   0.17   8.3% 1.87   91.7% 

㊁作業療法⼠ 0.30   0.07   5.2% 1.33   94.8% 

㋭社会福祉⼠ 1.48   0.15   7.1% 2.00   92.9% 

㋬精神保健福祉⼠ 0.37   0.08   4.4% 1.65   95.6% 

㋣介護福祉⼠ 0.40   0.15   10.0% 1.40   90.0% 

㋠臨床⼼理⼠等 0.05   0.02   1.6% 1.11   98.4% 

㋷その他 0.89   0.11   4.7% 2.29   95.3% 

設置１年
以下
67

5.3%

設置１～２年
以下
50

4.0%

設置２～３年
以下
284

22.5%

設置３～４年
以下
339

26.8%

設置４～５年
以下
310

24.5%

設置５年超
200

15.8%

無回答

13

1.0%
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⑷チームの担当分担等（複数チーム設置の場合） 
  複数のチームが設置されている⾃治体に設置された 550 チームについて、チームの担当分担等をみると、「住所
等の地理的な区分によって活動の担当地域が分かれている」が 461 チーム（83.8%）と最も多く、次いで、「⽀
援対象者の特性やチーム設置機関の種類によって分担している」が 27 チーム（4.9%）、「⾏政等によって⽀援
対象者が割り振られている（基準は不明）」が８チーム（1.5%）の順であった。 

図表 3.4  チームの担当分担等（n=550） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑸チームの役割（特性） 
①チームの機能（活動内容）（複数回答） 
  チームの役割について、まず、チームの機能（活動内容）をみると、「早期診断の⽀援」が 88.7%と最も多く、
次いで、「家族等の⽀援」が 83.3%、「医療・介護利⽤の定着」が 71.3%の順であった。 

図表 3.5.1  チームの機能（活動内容）（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

住所等の地理的
な区分によって活
動の担当地域が

分かれている
461

83.8%

支援対象者の特性や
チーム設置機関の種類
によって分担している

27
4.9%

行政等によって支援対
象者が割り振られてい

る（基準は不明）
8

1.5%

分担や割り振り等に
ついては分からない

5
0.9%

その他
20

3.6%

無回答
29

5.3%

88.7%

83.3%

71.3%

70.1%

68.6%

59.7%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

早期診断の支援

家族等の支援

医療・介護利用の定着

早期発見・スクリーニング

経過観察（見守り支援）

日常生活の支援

その他
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②チームの主たる役割 
  チームの主たる役割では、「困難事例の対応を重点的に」としたチームが 460 チーム（36.4%）と最も多く、次
いで、「早期発⾒・早期対応を重点的に」が 331 チーム（26.2%）となった。 

⼀⽅、「特に重点的な役割（担当）は決めていない」としたチームが 316 チーム（25.0%）であった。 

図表 3.5.2  チームの主たる役割（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③認知症の臨床診断がついておらず、医療･介護サービスを受けていない、または、中断しているにもかかわらず

相談があった場合（いわゆる認知症初期集中⽀援チームの⽀援対象者の定義に該当している場合）に、
認知症初期集中⽀援チームによる介⼊等ではなく、地域包括⽀援センターによる介⼊が優先されるケース 

  ⼀定の場合に、チームではなく地域包括⽀援センターによる介⼊が優先されるケースについて、「（ケースが）
ある」が 1,050 チーム（83.1%）、「ない」が 202 チーム（16.0%）であった。 

図表 3.5.3①  チームではなく地域包括⽀援センターによる介⼊が優先されるケース（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

早期発見・早期対
応を重点的に

331
26.2%

困難事例の対応
を重点的に

460
36.4%

日常生活の支援（調
整）を重点的に

91
7.2%

特に重点的な役
割(担当)は決めて

いない
316

25.0%

その他（上記に当ては
まらない場合）

40
3.2%

無回答
25

2.0%

ない

202

16.0%

ある

1,050

83.1%

無回答

11

0.9%
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➡（ある場合）地域包括⽀援センターが優先される理由（複数回答） 
    「ある」とした 1,050 チームについて、地域包括⽀援センターが優先される理由をみると、「介⼊⽀援拒否が

ない」が 63.0%と最も多く、次いで、「受診拒否がない」が 60.6%、「サービス利⽤拒否がない」が 57.3%の順
であった。 

    なお、「その他」の 37.1%では、地域包括⽀援センターの総合相談事業として対応が可能な場合や緊急
性がある場合、虐待（が疑われる）の場合などが多く挙げられた。 

図表 3.5.3②  ある場合に地域包括⽀援センターが優先される理由（n=1,050） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④チームと地域包括⽀援センターとの役割分担の基準・ルール 
  地域包括⽀援センターとの役割分担の基準・ルールについて、「（基準・ルールが）ない」が 972 チーム
（77.0%）、「ある」が 271 チーム（21.5%）であった。 

図表 3.5.4  チームと地域包括⽀援センターとの役割分担の基準・ルール（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

➡（ある場合）具体的な基準・ルール等（記述回答） 
    「ある」とした 271 チームの具体的な基準・ルールとしては、認知症初期集中⽀援チームの対象者基準によ

る、認知症の症状の程度による（MCI レベルはチームで、BPSD ない場合は地域包括⽀援センターで、など）、
チーム員会議による検討を経て、地域包括⽀援センターでの対応が困難か否か、等の様々なものが挙げられ
た。また、多くのチーム（⾃治体）において、独⾃のフローチャート等の作成・活⽤が⾏われていた。 

63.0%

60.6%

57.3%

30.5%

25.1%

8.7%

37.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介入支援拒否がない

受診拒否がない

サービス利用拒否がない

家族に関するもの（相談があった等）

BPSD対応がない

身体疾患合併がない

その他

ない

972

77.0%

ある

271

21.5%

無回答

20

1.6%
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⑹チーム員の医師 
①チーム員の医師の属性（複数回答） 
  チーム員の医師の属性は、「診療所の認知症サポート医」が 53.8%と最も多く、次いで、「病院の認知症サポ
ート医」が 49.8%、「病院の専⾨医（認知症サポート医以外）」が 10.1%の順であった。 

図表 3.6.1  チーム員の医師の属性（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②チーム員の医師の役割（複数回答） 
  チーム員の医師の役割としては、「チーム員会議への出席」が 92.2%と最も多く、次いで、「チーム活動中の適
宜の相談対応」が 83.4%、「専⾨医療機関・専⾨医への紹介」が 46.2%の順であった。 

図表 3.6.2  チーム員の医師の役割（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

53.8%

49.8%

10.1%

4.0%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

診療所の認知症サポート医

病院の認知症サポート医

病院の専門医（認知症サポート医以外）

診療所の専門医（認知症サポート医以外）

その他

92.2%

83.4%

46.2%

38.3%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

チーム員会議の出席

チーム活動中の適宜の相談対応

専門医療機関・専門医への紹介

対象者居宅等への同行訪問

その他
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③認知症以外の精神疾患について相談できる精神科医 
  チームが認知症以外の精神疾患について相談できる精神科医の有無について、「相談できる医師がいる」とし
たチームは 825 チーム（65.3%）、「相談できる医師がいない」は 416 チーム（32.9%）であった。 

図表 3.6.3   相談できる精神科医（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

相談できる医師
がいる

825
65.3%

相談できる医師
がいない

416
32.9%

無回答

22

1.7%
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１.２  チームの活動⾯ 
 
⑴令和２年度の⽀援対象者数 
  令和２年４⽉１⽇〜令和３年３⽉ 31 ⽇に１⼈以上の⽀援対象者があった 969 チーム（回答チーム数
に占める割合 76.7%）について、⽀援対象者数をみると、１チームあたり⼈数は 12.4 ⼈であった。 

⽀援開始時・終了時を基準とした内訳では、「対象期間中（令和２年度中）に⽀援がスタートし、⽀援中
の対象者」が 3.0 ⼈、「対象期間前から⽀援し、期間中に⽀援終了の対象者」が 3.2 ⼈、「対象期間中に⽀
援がスタートし、⽀援終了した対象者」が 5.8 ⼈、「対象期間をまたいで⽀援中の対象者」が 0.4 ⼈であった。 

図表 3.7  令和２年度の⽀援対象者数（有効回答 n=969） 
 ⼈数 １チームあたり

総数  11,992 ⼈ 12.4 ⼈ 
ⓐ対象期間中に⽀援がスタートし、⽀援中の対象者  2,906   3.0   

ⓑ対象期間前から⽀援し、期間中に⽀援終了の対象者 3,068   3.2   

ⓒ対象期間中に⽀援がスタートし、⽀援終了した対象者 5,630   5.8   

ⓓ対象期間をまたいで⽀援中の対象者  388   0.4   

 
  R2.4.1                      R3.3.31  

 （スタート）    （終了） ⓐ対象期間中に⽀援がスタートし、⽀援中の対象者  

   ⓑ対象期間前から⽀援し、期間中に⽀援終了の対象者 

   ⓒ対象期間中に⽀援がスタートし、⽀援終了した対象者 

   ⓓ対象期間をまたいで⽀援中の対象者  

 

⑵延べ訪問回数 
  令和２年８〜10 ⽉、令和元年８〜10 ⽉の各⽉の 1 チームあたり対象者数は、令和２年８⽉は 3.6 ⼈、
９⽉ 3.6 ⼈、10 ⽉ 3.7 ⼈であり、令和元年８⽉は 3.7 ⼈、９⽉ 3.7 ⼈、10 ⽉ 3.8 ⼈であった。 

訪問回数は、令和２年８⽉は 4,930 回（1 チームあたり 7.0 回）、９⽉ 5,050 回（同 7.0 回）、10 ⽉
5,366 回（同 7.6 回）であり、令和元年８⽉は 4,624 回（同 7.0 回）、９⽉ 4,441 回（同 7.0 回）、10
⽉ 4,974 回（同 7.5 回）であった。 

図表 3.8  延べ訪問回数等（有効回答 n=969） 

 
 対象者数 訪問回数 

 1 チームあたり 延べ訪問回数 対象者１⼈以上の
１チームあたり 

対象者１⼈以上  
チーム数 

①R2.8〜10 ⽉ 
 （有効回答959チーム）  

8 ⽉ 3.6 ⼈    4,930 回   7.0 回  700  

9 ⽉    3.6 5,050    7.0    718  

10 ⽉    3.7 5,366    7.6    710  

②R 元.8〜10 ⽉ 
（有効回答939チーム）  

8 ⽉    3.7 4,624    7.0    656  

9 ⽉    3.7 4,441    7.0    634  

10 ⽉    3.8 4,974    7.5    667  
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⑶コロナ禍におけるチーム活動 
①チーム活動への影響 
  新型コロナウィルス感染症によるチーム活動への影響について、「影響があった」としたチームは 680 チーム
（53.8%）で、「特に影響はなかった」は 547 チーム（43.3%）であった。 

図表 3.9.1①  チーム活動への影響（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

➡（あった場合）影響のあったチーム活動（複数回答） 
    「影響があった」とした 680 チームについて、影響のあったチーム活動をみると、「チーム員会議の開催」が

68.4%と最も多く、次いで、「訪問⽀援」が 65.4%、「対象者の把握」が 30.7%の順となった。 

図表 3.9.1②  影響のあったチーム活動（n=680） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

影響が
あった
680

53.8%

特に影響は
なかった

547
43.3%

無回答

36

2.9%

68.4%

65.4%

30.7%

24.9%

16.8%

13.5%

13.5%

6.8%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

チーム員会議の開催

訪問支援

対象者の把握

家族等の介護者への連絡

医療・介護への引継

チーム員の医師（認知症サポート医等）との連携

家族等の介護者への支援

かかりつけ医や担当ケアマネジャーとの連携

その他
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②取り組みや⼯夫（複数回答） 
  チーム活動への影響の有無にかかわらず、チームが⾏った取り組みや⼯夫では、「訪問⼈数・時間（滞在）を
減らした」が 37.1%と最も多く、次いで、「チーム員会議をオンラインやリモート参加等で実施した」が 24.9%、「訪
問⽀援回数を減らした」が 22.4%の順となった。 

なお、「その他」の 16.9%では、チーム員会議・連携の書⾯実施、基本的な感染対策の徹底などが多く挙げら
れた。 

図表 3.9.2  取り組みや⼯夫（n=1,263） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

37.1%

24.9%

22.4%

7.5%

4.7%

2.0%

16.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

訪問人数・時間（滞在）を減らした

チーム員会議をオンラインやリモート参加等で
実施した

訪問支援回数を減らした

チーム員の医師やかかりつけ医等との連携を
オンラインで実施した

新規対象者の受入を休止・延期等とした

家族等の介護者への連絡・支援をオンライン
で実施した

その他
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⑷⽀援終了時の引継 
①認知症医療の引継 
  令和２年４⽉〜令和３年３⽉の⽀援終了者の引継について、まず、認知症医療の引継状況をみると、介
⼊時に認知症の医療につながっていなかった対象者 6,098 ⼈（１チームあたり対象者数 7.0 ⼈）のうち、「診
断につながった対象者」は 3,447 ⼈（同 4.3 ⼈、61.5%）であり、「認知症の医療につながった対象者」は
3,135 ⼈（同 3.9 ⼈、55.9%）であった。 

図表 3.10.1  認知症医療の引継（有効回答 n=869） 
 合計⼈数 1 チームあたり  

介⼊時に認知症の医療につながっていなかった対象者 6,098 ⼈ 7.0 ⼈   

 ⓐ診断につながった対象者 3,447 ⼈ 4.3 ⼈ 57.8% 

 ⓑ認知症の医療につながった対象者 3,135 ⼈ 3.9 ⼈ 56.8% 

 

②サービス利⽤の引継 
  続いて、介護サービス等の引継状況をみると、介⼊時に介護サービス等につながっていなかった対象者 7,205
⼈（１チームあたり対象者数 8.1 ⼈）のうち、「介護保険サービスの利⽤につながった対象者」は 4,065 ⼈（同
4.9 ⼈、60.1%）であり、「介護保険サービス以外のサービスの利⽤につながった対象者」は 710 ⼈（同 0.8 ⼈、
10.5%）であった。 

図表 3.10.2  サービス利⽤の引継（有効回答 n=891） 
 合計⼈数 1 チームあたり  

介⼊時に介護サービス等につながっていなかった対象者 7,205 ⼈ 8.1 ⼈   

 ⓐ介護保険サービスの利⽤につながった対象者 4,065 ⼈ 4.9 ⼈ 56.3% 

 ⓑ介護保険サービス以外のサービスの利⽤につながった対象者 710 ⼈ 0.8 ⼈ 11.8% 

 

➂医療・介護につながらなかった理由（記述回答） 
  チームの介⼊後に認知症医療（診断・受診）や介護（サービス利⽤）につながらなかった理由としては、認
知症医療では、「本⼈の受診等の拒否」、「精神疾患の診断による⼊通院」、「介⼊・⽀援の拒否」、「かかりつ
け医による対応」などが挙げられた。また、介護では、「本⼈・家族が必要性を感じない・希望しない」、「経済的
な問題」、「⽣活⾃⽴」、「精神疾患の治療を優先」などが挙げられた。 
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④医療・介護につながらなかった対象者の継続把握（有効回答 764 チーム） 
  医療・介護につながらなかった対象者のその後の状況の把握について、「把握している」としたチームは 638 チー
ム（83.5%）であり、「把握していない」は 126 チーム（16.5%）であった。 

図表 3.10.3  医療・介護につながらなかった対象者の継続把握（有効回答 n=764） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

把握してい

る

638
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［対象者情報票］                                                                            
 
  令和２(2020)年４⽉〜令和３(2021)年３⽉に⽀援終了した対象者（⽀援開始時期は問わない）を対
象とした対象者情報票の回答を以下に整理する。 
 
２.１ 基本属性・介⼊時の状況 
 
⑴ 性別 
  対象者の性別は、「男性」が 1,835 ⼈（38.3%）、「⼥性」が 2,960（61.7%）であった。 

図表 4.1  性別（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵ 年齢階級 
  年齢階級は、「80-84 歳」が 1,417 ⼈（29.5%）と最も多く、次いで、「75-79 歳」が 1,131 ⼈（23.6%）、
「85-89 歳」が 1,075 ⼈（22.4%）の順であった。75 歳以上の後期⾼齢者が 85%以上を占めていた。 

図表 4.2  年齢階級（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

男性

1,835 

38.3%

女性

2,960 

61.7%

（無回答）

1 

0.0%

40歳未満

0 

0.0%

40-64歳

77 

1.6%
65-69歳

172 

3.6%70-74歳

560 

11.7%

75-79歳

1,131 

23.6%

80-84歳

1,417 

29.5%

85-89歳

1,075 

22.4%

90歳以上

363 

7.6%

（無回答）

1 

0.0%
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⑶ 認知症⾼齢者の⽇常⽣活⾃⽴度 
  認知症⾼齢者の⽇常⽣活⾃⽴度は、「Ⅱb」が 1,338 ⼈（27.9%）で最も多く、次いで、「Ⅱa」が 1,258
⼈（26.2%）、「Ⅰ」が 698 ⼈（14.6%）の順であった。⾃⽴度Ⅱ以上が 85%以上を占めていた。 

図表 4.3  認知症⾼齢者の⽇常⽣活⾃⽴度（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑷ BPSD 
  BPSD の有無は、「あり」が 3,736 ⼈（77.9%）、「なし」が 1,060 ⼈（22.1%）で、約８割の対象者に何ら
かの BPSD があった。 
  BPSD のある 3,736 ⼈について、具体的な内容をみると、「妄想」が 38.1%と最も多く、次いで、「介護への抵
抗」が 33.2%、「暴⾔・暴⼒」が 25.8%の順であった。 

図表 4.4  BPSD の有無（n=4,796）   ▶BPSD の具体的な内容 （複数回答、n=3,736） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ

698 

14.6%

Ⅱa

1,258 

26.2%Ⅱb

1,338 

27.9%

Ⅲa

536 

11.2%

Ⅲb

122 

2.5%

Ⅳ

83 

1.7%

M

99 

2.1%

不明

499 

10.4%

（無回答）

163 

3.4%

あり

3,736 

77.9%

なし

1,060 

22.1% 38.1%

33.2%

25.8%

18.3%

14.5%

11.1%

8.9%

5.8%

2.6%

18.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

妄想

介護への抵抗

暴言・暴力

不安・焦燥

徘徊

幻覚

抑うつ

昼夜逆転

せん妄

その他
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⑸ 認知症の診断 
  介⼊時における認知症の診断について、「診断なし」が 3,297 ⼈（68.7%）、「診断済」が 1,360 ⼈
（28.4%）、「不明」が 128 ⼈（2.7%）であった。 

図表 4.5 （介⼊時の）認知症の診断（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑹ 認知症の受診 
  介⼊時の認知症の受診について、「受診なし」が 3,549 ⼈（74.0%）、「受診あり」が 1,177 ⼈（24.5%）、
「不明」が 49 ⼈（1.0%）であった。 

図表 4.6 （介⼊時の）認知症の受診（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

診断なし

3,297 

68.7%

診断済

1,360 

28.4%

不明

128 

2.7%

（無回答）

11 

0.2%

受診なし

3,549 

74.0%

受診あり

1,177 

24.5%

不明

49 

1.0%

（無回答）

21 

0.4%
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⑺ サービスの利⽤ 
  介⼊時のサービスの利⽤について、「利⽤なし」が 4,161 ⼈（86.8%）、「利⽤あり」が 599 ⼈（12.5%）、
「不明」が 12 ⼈（0.3%）であった。 

図表 4.7 （介⼊時の）サービスの利⽤（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑻ アセスメント 
① DASC 
  介⼊時における DASC の実施者は 3,544 ⼈（73.9%）であり、平均スコアは 42.9 であった。「31~40 点」が
1,087⼈（30.7%）と最も多く、次いで、「41~50点」が1,033⼈（29.1%）、「51点~」が890⼈（25.1%）
の順であった。 

図表 4.8① （介⼊時の）DASC スコア（有効回答 n=3,544） 
実施者数   3,544 73.9% 
平均スコア   42.9   
 ~20 点 28 0.8% 

 21~30 点 506 14.3% 
 31~40 点 1,087 30.7% 
 41~50 点 1,033 29.1% 
 51 点~ 890 25.1% 

 
② DBD13 
  介⼊時における DBD の実施者は 2,572 ⼈（53.6%）であり、平均スコアは 17.3 であった。「11~20 点」が
1,086 ⼈（42.2%）と最も多く、次いで、「21~30 点」が 680 ⼈（26.4%）、「~10 点」が 615 ⼈（23.9%）
の順であった。 

図表 4.8② （介⼊時の）DBD13 スコア（有効回答 n=2,572） 
実施者数   2,572 53.6% 
平均スコア   17.3   
 ~10 点 615 23.9% 

 11~20 点 1,086 42.2% 
 21~30 点 680 26.4% 
 31 点~ 191 7.4% 

利用なし

4,161 

86.8%

利用あり

599 

12.5%

不明

12 

0.3%

（無回答）

24 

0.5%
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２.２ ⽀援の状況 
 
⑴ 対象者把握経路 
  対象者の把握経路は、「家族」が 1,634 ⼈（34.1%）と最も多く、次いで、「地域包括⽀援センター」が
1,389 ⼈（29.0%）、「医療機関」が 333 ⼈（6.9%）の順であった。 

図表 4.9  対象者把握経路（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵ 訪問回数 
  有効回答 4,752 ⼈の訪問回数は、「３〜５回」が 1,478 ⼈（31.1%）と最も多く、次いで、「１〜２回」
が 1,388 ⼈（29.2%）、「６〜10 回」が 1,049 ⼈（22.1%）の順であった。 
  なお、平均回数は 6.5 回、中央値は 4.0 回であった。 

図表 4.10  訪問回数（有効回答 n=4,752） 
平均回数 6.5 

中央値 4.0 
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（29.2%）

1,478 
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1,049 
（22.1%）

383 
203 217 

0

500

1,000

1,500

0回 1~2回 3~5回 6~10回 11~15回 16~20回 21回~

本人
99 

2.1% 家族
1,634 
34.1%

民生委員
211 
4.4%

近隣住民
160 
3.3%

ケアマネジャー
275 
5.7%

医療機関
333 
6.9%

地域包括支援
センター

1,389 
29.0%

行政
330 
6.9%

その他
361 
7.5%

（無回答）

4 

0.1%
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⑶ 初動期間（把握〜初回訪問の⽇数） 
  有効回答 4,705 ⼈の把握から初回訪問までの初動期間は、「〜３⽇」が 1,378 ⼈（29.3%）と最も多く、
次いで、「８〜14 ⽇」が 1,029 ⼈（21.9%）、「４〜７⽇」が 939 ⼈（20.0%）の順であった。 
  なお、平均⽇数は、17.2 ⽇、中央値は 8.0 ⽇であった。 

図表 4.11  初動期間（有効回答 n=4,705） 
平均⽇数 17.2 

中央値 8.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑷ 困難事例該当 
  困難事例に該当するか否かについて、「該当する」が 2,325 ⼈（48.5%）、「しない」が 2,371 ⼈（49.4%）
であり、約半数が困難事例に該当していた。 
  該当する 2,325 ⼈について、困難の主な要因をみると、「家族に関連するもの」が 40.5%と最も多く、次いで、
「サービス利⽤拒否」が 39.6%、「受診拒否」が 37.1%の順であった。 

図 4.12  困難事例該当（n=4,796）    ➡ 困難の主な要因（複数回答(最⼤３つ)、n=2,325） 
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32.3%
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9.2%

0% 10% 20% 30% 40%

家族に関連するもの

サービス利用拒否

受診拒否

BPSD対応

介入支援拒否

身体疾患合併

その他

該当する

2,325 

48.5%

しない

2,371 

49.4%

（無回答）

100 

2.1%
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⑸ ⽀援中の他機関との連携 
  ⽀援期間中の他機関との連携の有無は、「連携があった」が 4,367 ⼈（91.1%）、「なかった」が 152 ⼈
（3.2%）であり、９割以上で他の機関との連携が⾏われていた。 
  連携があった 4,367 ⼈について、具体的な連携先をみると、「地域包括⽀援センター」が 67.9%と最も多く、
次いで、「ケアマネジャー」が 50.2%、「かかりつけ医」が 42.2%の順であった。 

図表 4.13  他機関との連携（n=4,796） ➡ 具体的な連携先（複数回答、n=4,367） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連携があった
4,367 
91.1%

なかった
152 
3.2%

（無回答）

277 

5.8%
67.9%

50.2%

42.2%

26.5%

24.2%

22.1%

19.9%

14.1%

24.6%

0% 20% 40% 60%

地域包括支援センター

ケアマネジャー

かかりつけ医

介護サービス事業所

認知症地域支援推進員

認知症疾患医療センター

他の専門医療機関

精神科病院

その他
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２.３ ⽀援終了時の状況 
 
⑴ 転帰 
  転帰としては、「在宅」が 3,756 ⼈（78.3%）と最も多く、次いで、「⼊院」が 511 ⼈（10.7%）、「⼊所・⼊
居」が 377 ⼈（7.9%）の順であった。 

図表 4.14  転帰（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵ 認知症の診断 
  終了時における認知症の診断について、「認知症の診断」が 3,348 ⼈（69.8%）、「認知症以外の診断」が
380 ⼈（7.9%）、「診断なし」が 888 ⼈（18.5%）であった。 
  介⼊時に「診断なし」・「不明」であった 3,425 ⼈の終了時の診断の状況をみると、「認知症の診断」に⾄った
のは 2,066 ⼈（60.3%）、「認知症以外の診断」が 348 ⼈（10.2%）であった。終了時においてなお「診断な
し」は 852 ⼈（24.9%）であった。 

図表 4.15 （終了時の）認知症の診断（n=4,796） 【介⼊時「診断なし」・「不明」のみ】（n=3,425） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

在宅
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入院

511 
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入所・入居
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7.9%

死亡
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2.6%

その他

26 

0.5%

（無回答）
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0.0%

認知症の

診断

3,348 

69.8%

認知症以外
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380 

7.9%

診断なし

888 

18.5%

不明

155 

3.2%

（無回答）

25 

0.5%

認知症の

診断

2,066 

60.3%

認知症以

外の診断

348 

10.2%

診断なし

852 

24.9%

不明

143 

4.2%

（無回答）

16 

0.5%
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⑶ 認知症の受診 
  終了時における認知症の受診について、「受診あり（継続含む）」が 3,320 ⼈（69.2%）、「受診なし」が
1,314 ⼈（27.4%）であった。 
  介⼊時に「受診なし」・「不明」であった 3,598 ⼈の終了時の受診の状況をみると、「受診あり」が 2,257 ⼈
（62.7%）、「受診なし」が 1,216 ⼈（33.8%）であった。 

図表 4.16 （終了時の）認知症の受診（n=4,796）  【介⼊時「受診なし」・「不明」のみ】（n=3,598） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑷ サービスの利⽤ 
  終了時におけるサービスの利⽤について、「利⽤あり（継続含む）」が 2,953 ⼈（61.6%）、「利⽤なし」が
1,755 ⼈（36.6%）であった。 
  介⼊時に「利⽤なし」・「不明」であった 4,173 ⼈の終了時のサービスの利⽤の状況をみると、「利⽤あり」が
2,417 ⼈（57.9%）、「利⽤なし」が 1,679 ⼈（40.2%）であった。 

図表 4.17 （終了時の）サービスの利⽤（n=4,796）  【介⼊時「利⽤なし」・「不明」のみ】（n=4,173） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受診あり

（継続含む）
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69.2%

受診なし

1,314 

27.4%

不明
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2.6%

（無回答）

39 

0.8%

受診あり

2,257 

62.7%

受診なし

1,216 

33.8%

不明
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2.9%

（無回答）

19 

0.5%

利用あり

（継続含む）

2,953 

61.6%

利用なし

1,755 

36.6%

不明

61 

1.3%

（無回答）

27 

0.6%

利用あり

2,417 

57.9%

利用なし

1,679 

40.2%

不明

58 

1.4%

（無回答）

19 

0.5%
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⑸ アセスメント 
① DASC 
  終了時における DASC の実施者は 2,097 ⼈（43.7%）であり、平均スコアは 44.7 であった。「51 点~」が
683 ⼈（32.6%）と最も多く、次いで、「41~50 点」が 559 ⼈（26.7%）、「31~40 点」が 551 ⼈（26.3%）
の順であった。 

図表 4.18① （終了時の）DASC スコア（有効回答 n=2,097） 
実施者数   2,097 43.7% 
平均スコア   44.7   
 ~20 点 8 0.4% 

 21~30 点 296 14.1% 
 31~40 点 551 26.3% 
 41~50 点 559 26.7% 
 51 点~ 683 32.6% 

 
また、介⼊時・終了時ともに DASC を実施した 2,078 ⼈について、介⼊時スコアと終了時スコアを⽐較してみ

ると、平均スコアは、介⼊時が 42.6、終了時が 44.7 であり、2.1 ポイント増加していた。介⼊時は「31~40 点」
が 31.5%と最も多かったが、終了時は「51 点~」が 32.5%と最も多くなっていた。 

図表 4.18②  介⼊時と終了時の⽐較（有効回答、n=2,078） 
                                （介⼊時）               （終了時） 

実施者数   2,078 43.3% 2,078 43.3% 

平均スコア   42.6 44.7

 ~20 点 16 0.8% 8 0.4% 
 21~30 点 298 14.3% 291 14.0% 
 31~40 点 655 31.5% 546 26.3% 
 41~50 点 598 28.8% 557 26.8% 
 51 点~ 511 24.6% 676 32.5% 
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② DBD13 
  終了時における DBD13 の実施者は 1,702 ⼈（35.5%）であり、平均スコアは 16.7 であった。「11 点~20
点」が715⼈（42.0%）と最も多く、次いで、「~10点」が455⼈（26.7%）、「21~30点」が415 ⼈（24.4%）
の順であった。 

図表 4.18③ （終了時の）DBD13 スコア（有効回答 n=1,702） 
実施者数   1,702 35.5% 
平均スコア   16.7   
 ~10 点 455 26.7% 

 11~20 点 715 42.0% 
 21~30 点 415 24.4% 
 31 点~ 117 6.9% 

 
また、介⼊時・終了時ともに DBD13 を実施した 1,672 ⼈について、介⼊時スコアと終了時スコアを⽐較して

みると、平均スコアは、介⼊時が 17.1、終了時が 16.7 であり、0.4 ポイント減少していた。介⼊時・終了時とも、
「11~20 点」が 42.3%・41.7%とそれぞれ最も多かった。 

図表 4.18④  介⼊時と終了時の⽐較（有効回答、n=1,672）             
                         （介⼊時）              （終了時） 
実施者数   1,672 34.9% 1,672 34.9% 

平均スコア   17.1 16.7

 ~10 点 411 24.6% 449 26.9% 
 11~20 点 707 42.3% 698 41.7% 
 21~30 点 425 25.4% 410 24.5% 
 31 点~ 129 7.7% 115 6.9% 
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⑹ ⽀援期間（初回訪問〜引継(⽀援終了)の⽇数） 
  有効回答 4,733 ⼈の初回訪問から引継(⽀援終了)までの⽀援期間は、「181 ⽇〜」が 1,274 ⼈（26.9%）
と最も多く、次いで、「61〜90 ⽇」が 714 ⼈（15.1%）、「91〜120 ⽇」が 642 ⼈（13.6%）の順であった。 
  なお、平均⽇数は、137.9 ⽇、中央値は 112.0 ⽇であった。 

図表 4.19  ⽀援期間（有効回答 n=4,733） 
平均⽇数 137.9 

中央値 112.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑺ 主な引継先 
  主な引継先は、「ケアマネジャー」が 2,317 ⼈（48.3%）と最も多く、次いで、「地域包括⽀援センター」が
1,197 ⼈（25.0%）、「専⾨医療機関」が 422 ⼈（8.8%）の順であった。  

図表 4.20  主な引継先（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  また、引継ぎのあった 4,519 ⼈について、⽣活⽀援等へのつなぎの状況をみると、「認知症カフェ」が 83 ⼈
（1.8%）、「家族の集まり」が 82 ⼈（1.8%）、「当事者の集まり」が 33 ⼈（0.7%）であった。 
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⑻ モニタリングの実施 
  モニタリングの実施について、「実施した」が 3,730 ⼈（77.8%）、「実施予定あり」が 92 ⼈（1.9%）、「実
施予定なし」が 645 ⼈（13.4%）であった。 

図表 4.21①  モニタリングの実施（n=4,796） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

モニタリングを実施した 3,730 ⼈について、医療の継続は、「継続」が 3,106 ⼈（83.3%）、「不継続」が 447
⼈（12.0%）であった。また、介護の継続は、「継続が 2,578 ⼈（69.1%）、「不継続」が 871 ⼈（23.4%）
であった。 

図表 4.21②  医療の継続（n=3,730）            介護の継続（n=3,730） 
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Ⅳ まとめと考察                                                                     

 

１．優良事例の収集                                            

適切な医療・介護サービス等に速やかにつなぐチームの活動事例を収集し、全国のチームに有⽤な事例集を

作成した。239 ⾃治体から回答があり、事例提供は 189 事例であった。提供された事例を、チームの役割を⽰

すことに適した典型的な成功活動事例５例、地域の⼒を⽣かした連携の成功例５例、モニタリングを上⼿に

活⽤した例、他県にまたがって⽀援した例、対象者のニーズを的確に捉え⽀援した例をそれぞれ１例取り上げ

た。また個別の事例として。家族介護者にも問題があって対応した事例３例。様々な⾏動・⼼理症状に対応

した事例４例、認知症以外の精神疾患に対応した事例、⾝体合併症に対応した事例を１例ずつ、若年性

認知症例３例 遠⽅から転居してきて認知症を発症した事例２例、特殊な例として犯罪が関係した例、ま

た最近の COVID-19 感染症に関連した事例をとりあげ、全体で 29 事例を採択した。 

事例を提供したチームの背景は 2 事例を除いて３年以上の経験年数を有するチームであったが、チームの設

置場所、令和 2 年度の訪問件数、背景⾃治体の規模（⾼齢者⼈⼝で判断）はいずれも多様で⼀定の傾

向をもたなかった。⾔い換えれば、他チームの参考となるような good practice はこれらの要因とは無関係にチー

ムや⾃治体の⼯夫によって実⾏しうると考えられた。その結果として、想定以上に多様な対応をしていることも

推測される。他チームの活動状況を知ることはチーム員活動に有⽤と考えられ、このような事例集の収集は今

後も続けられるべきであろう。 

 

 

２．令和 3 年度活動実態調査                                   

チームによる、認知症の早期発⾒・早期対応及び対応困難事例等への⽀援の具体的活動事例を収集・

分析した。これまでもほぼ毎年調査を⾏なってきたが、⼤きな変更点としては調査⽅法の変更がある。これまで

は専⽤のデータ収集ソフトを作成し、これを全市町村へ配布、さらに各チームに配布して⾏ってきた。利点として

は最低限のヴァージョンアップで経年的に使⽤しやすい点であったが、⽋点としては専⽤であるが故に汎⽤性が

なく、使⽤している市町と使⽤していない市町が明確にわかれ、使⽤している特定の市町の情報に偏る傾向が

みられてきた。また勤務交代等でソフトの使⽤者が交代すると、利⽤されにくくなる傾向もみられた。そのため今

年度から、汎⽤性の⾼い、MS エクセル調査票を CD で郵送配布という⽅式に変更した。市町村からの回答

は令和２年度 754 票（回答率 43.3％）から 852 市町村（回答率 48.9％）、チーム調査票は令和２年

度 1,167 チームから 1,267 チームと回答率の上昇が得られた。 

チームの設置場所は地域包括が 60％強、ついで⾏政、医療機関、認知症疾患医療センターで不変である

が、認知症疾患医療センターの⽐率が次第に上昇する傾向がみられる。チームの設置時期は３年以上が 67％

を占めるようになり、２年以下のチームは 9.7％と減少してきている。ただチームとしての経験年数は増えているが、
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勤務交代等によってチーム員が固定できないという問題が存在し、今回の調査ではその点は明らかにできていな

い。チームの役割として地域包括⽀援センター（以後地域包括と略する）との役割分担が難しいという声はあ

り、今回は初期集中⽀援チームと地域包括の関係について質問を⾏った。その結果初期集中⽀援チームの適

応であっても地域包括が優先されることがあるかどうかに関しては 83.1％があると回答していた。その理由では介

⼊拒否や受診拒否、サービス利⽤拒否がない、家族の問題や⾏動・⼼理症状がない等、介⼊が容易な事例

が地域包括にまかされていることが明らかになった（図表 3.5.3②）。しかし地域包括との役割分担がルール化

されているかについては 77％がないと回答している。認知症初期集⽀援チームと地域包括⽀援センターとの役割

分担は、地域の特性に応じて⾏われていればよいが、その地域におけるそれぞれの守備範囲を双⽅がきちんと了

解し合っていることが⼤前提となる。具体的には、ファーストタッチ事例と困難事例の両者はともに重要であるに

も関わらず、ファーストタッチ事例をどこも対応していないといったことがないようにする必要がある。この点は対象者

の早期の把握の仕組みづくりにも関係してくる内容であり、⽀援チームの設置場所による特性を意識した上で、

⾏政・地域包括⽀援センターとの役割分担の明確化、平時からの連携体制の確保を⾏っておくことが必要であ

る。その上で、⼀般介護予防事業（介護予防把握事業、通いの場）や認知症カフェ、基本チェックリストを活

⽤した総合事業など、地域づくり施策との連携を意識していくことで、対象者の早期把握にもつながる。 

また、地域包括⽀援センターのみならず、⺠⽣委員、医療保険部局（⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀

体的実施）などとの連携も意識していくことが求められる。 

チーム員医師に関しては相談できる精神科医の有無を調査した。これまでの調査で認知症として訪問したが、

認知症以外の精神疾患である例が 8-9％存在することがわかっているため、チーム員研修でも可能なかぎり精

神科医にコンサルテーションできる道筋を作っておくとよいと啓発してきた。今回の調査では 65.3％のチームに相

談できる精神科医がいるとの回答であった。予想したよりも多くのチームが精神科相談医を有していいたが、今

後もさらに増やしていけるように関係団体に働きかけていく。 

チームの⽀援対象者数は令和 2 年度平均 12,4 であった。昨年度令和２年度の半期では平均 8.3 であっ

たことを考えると後半やや増加したと考えられる。令和２年度は COVID-19 感染症の影響を無視できないが、

チーム活動に影響があったかという質問に対しては、あり 53.8％、なし 43.3％で予想よりもなしとしている⽐率が

⾼かった。最も影響があった項⽬としてはチーム員会議であるが、オンラインやリモートでの参加で対応していた。

⼀⽅訪問⽀援では訪問⼈数や時間の短縮となっており、家族から来訪を断られる例もあったという。訪問が必

要な機能である初期集中⽀援チームにとって訪問が制限される際の対応は課題として残る。 

対象者に関してはその特性、認知症の⾃⽴度等には変わりがなかったが、今年度は世帯状況が調査されて

いなかった。独居⾼齢者が増加すなわち独居の認知症者が増加する可能性が⾼いのでこの情報はつかむべき

と委員からの指摘があった。介⼊時の DASC の平均点、DBD13 の平均点には例年との差はみられなかった。 

対象者把握経路に関しては今年度から地域包括を加えた。これまで地域包括がその他に⼊っていた可能性が

⾼く、また認知症本⼈や家族が地域包括を通して初期集中⽀援チームに依頼した例が、本⼈家族に⼊ってい

たのか、その他に⼊っていたのかこれまでは分かりにくいという指摘があったためである。評価指標のひとつである
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対象把握からも、訪問までの期間は平均８⽇で例年と変化がみられなかった。訪問回数はこれまで平均 5 回

以下であったが今年度は 6.5 回と増加している。これは図表 4.19 で⽀援⽇数がこれまで短い群と⻑い群の 2

峰性であったのが、⻑いほうにシフトし短い例が減少していることと関連している可能性がある。すなわち様々な

理由で対応に時間を要する例が増加してきている可能性がある。これは困難事例の⽐率がこれまで 40％前後

であったのが今年度は 50％に迫る状況（図 4.12①）であることからも推測される。困難事例の理由はサービ

スや受診、⽀援の拒否であり、個別の事例の理由としては家族の問題や⾏動・⼼理症状によるものであった。

これらについての対応例を今年度の優良事例集に⽰した。また⽀援中の他機関への連携は、ありが 91.1％を

⽰しており、困難事例をより地域の他の資源と連携する姿勢が明らかになってきているものと考察する。 

 ⽀援終了時の状況では、転帰としては在宅の維持が 78.3％であった。近年の調査では 70％台の前半であ

ったので、在宅の維持率は上昇している。認知症の診断は 78％に⾏われ、サービス利⽤は 61.6％に対して実

施された。DBD13 の点数の変化をチーム員の評価尺度に導⼊しているが、例年は改善傾向を⽰すが、今年

度はやや悪化傾向を⽰している。介⼊時の DBD13 の得点には差がみられないので、より介⼊効果がみられな

い事例が増えているのかもしれない。 

モニタリングは初期集中⽀援チームにとって重要な機能である。今年度は質問項⽬を変更したため例年と⽐

較しにくいが、モニター時の不継続例が医療で 12.0％、介護で 23.4％であり、例年よりもやや⾼い印象である。 

今年度は調査⽅法、調査項⽬を若⼲変更した。その結果提出チーム数が増加し、偏りが改善された。この

調査結果は研修資料としても重要であり、またチームの活動を定点的に観察できる点でも有⽤である。今後も

引き続き調査していく必要がある。 

 

 

３．認知症初期集中支援チームのあり方   

    ～ 主要効果指標（Key Performance Indicator）への考察               

今年度は認知症⼤綱５年計画の中間点であり、認知症初期集中⽀援チームのあり⽅、主要評価指標に

ついて検討を加えることが求められている。委員会では以下の２点について検討した。 

 

1）地域の施策におけるチーム活動の⽅向性等について 

２の令和３年度活動実態調査の報告、また優良事例の報告事例をみても、認知症初期集中⽀援チーム

の役割が、次第に困難事例の解決に傾く傾向にあることは間違いない。そのような事例に正⾯から取り組み、

医療や介護につなげていくこと、またその結果地域の有する認知症に関する様々な仕掛けや組織につながった

り、活性化することが実際に起こっており重要と思われる。またその中で地域包括⽀援センターとの使い分けも

明らかになってくるのではないか。 
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図 5.3.1 に名古屋市中川区のチームの位置付けを表す図を⽰した。認知症の状況で緊急性の程度、専⾨

性の⾼さで四分割表を作り、この中の専⾨性が⾼く 緊急性が⽐較的低い領域を初期集中⽀援チームがカ

バーする、また⼀部の緊急性の⾼い領域も他の専⾨チームと連携して⼿を付けるというものである。そしていわゆ

る相談業務は基本的に地域包括⽀援センターが⾏うというものである。名古屋市中川区は⼈⼝が 22 万をこ

える名古屋市最⼤の区であり、AB を担う地域包括と C を担う区役所が独⽴しており、⼈員も別に配置されて

いる点は留意しておかなくてはいけないが、⼀つの例として紹介する。またこのチームが強調している点はこのよう

に役割分担をした後、お互いに決めた領域を超えて連携することが重要と⾔っている点で、縄張りを作ってそれ

を守るということではないところで⽰唆にとんでいる。規模の⼩さい⾃治体における初期集中⽀援チームでは地

域包括の職員を兼ねていたり、虐待チームのメンバーも兼ねているということがありうる。 

その場合も今回の優良事例集にあるように、利⽤できる他の組織や⼈材をまきこむことでチームの活動性を

⾼めることは可能であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.1 認知症初期集中⽀援チームと地域包括⽀援センターの役割分担の模式図 

 

2）KPI ⽬標への対応について（チーム活動の評価指標） 

認知症施策推進⼤綱では①認知症初期集中⽀援チームの先進的な活動事例集作成②初期集中⽀援

チームにおける訪問実⼈数（全国で年間 40,000 件）、③医療・介護サービスにつながった者の割合を 65％

以上、という３つの主要達成⽬標がかかげられ、令和６年（2024 年）までの達成が求められている。表

5.3.2 に現時点での達成状況を⽰した。 
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表 5.3.2 認知症初期集中⽀援チームＫＰＩの現状 

 

 

 

 

 

 

 

前項で議論したように認知症初期集中⽀援チームと地域包括⽀援センターの役割分担が難しいといった声

が上がるなど、これまであった従来の仕組みを上⼿に組み込めていない⾃治体があると⾒込まれる中で、必要な

ことは対象者を適切に把握した上で、適切な医療・介護サービス等に速やかに繋ぐことである。年間 40,000 件

という指標ありきの議論をすべきではないかもしれないが、現状の訪問実⼈数が減少、医療・介護につながった

者の割合が⾼まり続ける状況は、果たして、対象者がきちんと把握されているのか、といった疑念を持たざるを得

ないところもある。このため、引き続き、適切な対象者の把握や、医療・介護サービスの利⽤を本⼈が希望しない

等により社会から孤⽴している状態にある⼈への対応が⼗分か、といった観点からのチームの取組向上につなが

るような指標等が求められるのではないかと考えられる。こうした観点から、今の KPI を補⾜するような指標の可

能性についても引き続き検討する必要がある。 

現在⽰されている KPI を補⾜できる指標について議論を⾏った。表 5.3.3 にこれまでに評価指標として提案し

た項⽬を⽰す。（詳細は令和元年度⽼⼈保健事業推進費等補助⾦事業「認知症初期集中⽀援チーム設

置後の効果に関する研究事業」を参照）これらはすでに全国のチームで使われ始めており、①⑤は KPI そのも

のである。さらにこの委員会での議論、全国のチームからの聞き取りによる追加候補としてあげられたのは、①本

⼈家族からの評価、②介⼊前後での⽣活満⾜度や全般的な満⾜度評価、③ZBI に代わる新しい介護負担

尺度、④評価項⽬ではないが終了時ではなくモニタリング時の評価などであった。 

表 5.3.3 現在使われているチームの評価指標と今後検討すべき評価指標候補 
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さらに今回の委員会のなかで議論にのぼった評価候補を列挙する。 

1）今後増加することが確実でかつ、発⾒やその後の対応が難しい独居の認知症者の在宅継続率。 

2）地域における認知症のケア会議や認知症に関する地域システムに関する会議にどのくらい参加し

ているか。これは発信⼒の指標にもなるかもしれない。 

3）指標にはしにくいかもしれないが、地域包括の認知症対応レベルが認知症初期集中⽀援チーム

がかかわることによって向上しているという声はきくので何かの形で評価できないか。地域包括にかか

わらず、他の地域における認知症の仕組みのレベルアップにつながったかどうかは評価できるとよい。 

4）ある事例に係った際に単発的に連携するのではなく地域の認知症対応システムと「継続的に」か

かわれているかどうか。 

5）認知症者の意思決定⽀援や疾患受容⽀援にかかわった⼈数。 

6）地域包括⽀援センターから認知症初期集中⽀援チームを紹介した数とその内容。 

  

要約すると、ユーザー側（認知症の⼈やご家族）からの評価を加える、連携が強化されていることを評価す

る、またこれに関係して地域の認知症対応⼒向上に寄与していることへの評価が、候補として挙げられている。

このように様々な項⽬について検討したが、評価指標とするにはデータが⽐較的容易にとれ、数値化しやすい

指標が望まれることから、ことに１）２）５）は候補になりうるかもしれない。１）は社会から孤⽴している状

態にある⼈への対応という観点から、また独居⾼齢者のひいては独居認知症者の増加を考えると、重要であり

指標になりうる。２）は地域での他の認知症⽀援システムとの連携という観点から意義がある。３）４）は

機能としては重要だが指標として数値化が難しい点がある。５）は意思決定⽀援という今後ますます重要視

される内容を含んでおり、候補となりうる。６）は紹介した数だけではなく内容まで聞かないとチームの対応⼒を

評価できない点に難しさがある。 

これらの候補は来年度以降の活動の中で特定の地域で、実際に指標として使っていただき、有⽤である可

能性があれば全国に広げるという過程が必要であろう。 
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 ［資料編］                                                                   

        ❶ 優良連携活動アンケート調査票 
 
        ❷ 認知症初期集中⽀援チーム活動実態調査票 
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